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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
燃焼状態の解析データを得るための流体解析手法として有限体積法を用いた物理モデルを
使用し、少なくとも燃焼炉に投入される燃焼対象物の量、および燃焼炉内の温度分布、ガ
ス分布並びにガス流れ方向に関するプロセスデータをセンサ手段から所定時間間隔で取得
するステップと、
取得したプロセスデータに基づいて、前記物理モデルのための少なくとも燃焼炉に投入さ
れる燃焼対象物の量、および燃焼炉内の温度分布、ガス分布並びにガス流れ方向に関する
境界条件を設定するステップと、
前記物理モデルを用い、前記境界条件に基づいて理想の燃焼状態を示す解析データを算出
するステップと、
前記物理モデルを用い、前記境界条件に基づいて現実の燃焼状態を示す解析データを算出
するステップと、
理想の燃焼状態を示す解析データと現実の燃焼状態を示す解析データとに基づいて現実の
燃焼状態を理想の燃焼状態へ近づけるための燃焼炉の各操作手段の操作量を算出するステ
ップと、
を備えることを特徴とする燃焼炉の燃焼制御方法。
【請求項２】
少なくとも燃焼炉に投入される燃焼対象物の量、および燃焼炉内の温度分布、ガス分布並
びにガス流れ方向に関するプロセスデータをセンサ手段から所定時間間隔で取得するプロ
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セスデータ取得手段と、燃焼状態の解析データを得るための流体解析手法として有限体積
法を用いた物理モデルを記憶した物理モデル記憶手段と、取得したプロセスデータに基づ
いて前記物理モデルのための少なくとも燃焼炉に投入される燃焼対象物の量、および燃焼
炉内の温度分布、ガス分布並びにガス流れ方向に関する境界条件を設定する境界条件設定
手段と、前記物理モデルを用い、前記境界条件に基づいて理想の燃焼状態を示す解析デー
タを算出する理想燃焼状態算出手段と、前記物理モデルを用い、前記境界条件に基づいて
現実の燃焼状態を示す解析データを算出する現実燃焼状態算出手段と、理想の燃焼状態を
示す解析データと現実の燃焼状態を示す解析データとに基づいて現実の燃焼状態を理想の
燃焼状態へ近づけるための燃焼炉の各操作手段の操作量を算出する操作量算出手段と、を
備えることを特徴とする燃焼炉の燃焼制御システム。
【請求項３】
理想と現実の２つの解析結果データに基づいて、理想の燃焼状態を示す表示と現実の燃焼
状態を示す表示の２つの表示を対比させて表示する燃焼状態比較表示手段を設ける請求項
２記載の燃焼炉の燃焼制御システム。 

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は燃焼炉の燃焼制御方法およびその燃焼制御システムに関し、特に、ごみ焼却炉
などの燃焼制御に好適な技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、ごみ処理施設においては、排ガス中のＮＯｘ濃度の引下げやダイオキシン類の発
生防止を図って環境汚染を防止すると共に、熱回収の高効率化および排ガス処理設備の小
型化等を可能とした次世代型燃焼方式が多く提案されている。
【０００３】
　この次世代型燃焼方式においては、安定した燃焼制御が要求され、具体的には（１）燃
焼熱量の安定化、（２）目標とする空気比での安定燃焼、（３）ダイオキシンやＣＯの発
生抑制およびＮＯｘの変動抑制などが要求されることになる。
【０００４】
　上記安定した燃焼制御を実現するために、ごみ焼却炉内の状態を検出する技術の開発も
行われている。例えば、下記特許文献１では、ストーカ式ごみ焼却炉において、乾燥ゾー
ンのガスにレーザ光を照射してガスの速度を検出するレーザ流速計を設け、乾燥ゾーンの
ごみ（燃焼対象物に相当）が所定の乾燥状態で燃焼ゾーンに送られるように、レーザ流速
計の検出結果に基づいて、乾燥ゾーンに対するごみ供給装置と一次燃焼空気供給装置とス
トーカ駆動装置との少なくとも１つの装置を制御する技術が開示され、炉内の燃焼状態を
安定化するようにしている。
【０００５】
　燃焼炉の設計を行う場合には、炉内のガス成分分布、温度分布やガス流れなどをスタテ
ィックなごみ処理施設のデータを用いてシミュレーション解析を行い、炉形状や燃焼空気
の吸込み位置などを決定するデータとして使用されている。
【０００６】
　さらに、焼却炉内のごみ厚み、炉内の温度分布、Ｏ２分布、ＣＯ分布などの制御対象を
各種センサによって検出して、個々の制御ループで最適な燃焼を行うように制御すること
が行われている。
【０００７】
【特許文献１】特開２００３－２５４５２４公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、上記従来技術には、次のような課題がある。すなわち、各制御ループで
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制御を行う方法は、各制御ループがそれぞれ独立して制御を行うため、１つの応答によっ
て他の制御対象に影響を及ぼすことがあり、総合的に最適な制御を行うことが難しい。
【０００９】
　一般にごみ焼却炉は、ごみの内容や１日のごみ焼却量が日々変動することや、発電用に
ごみ焼却炉が使用されて一定量の発電量が必要になる場合や、ごみ焼却炉の運転コストを
最も重視する場合など、個々の焼却炉において変動要因や個別要因が多く、個々の焼却炉
において要求される運転条件はそれぞれ異なる。
【００１０】
　このような個々に要求される運転条件やごみ内容による変動がある燃焼炉において、オ
ペレータが燃焼炉内の制御対象を可視化した表示によって、その燃焼状態を常に監視し、
最適な運転状態を実現すべく、自らの経験に基づいて各操作端（操作部）に対して補正指
令を出すことは、現実的には難しい。
【００１１】
　そこで、本発明の目的は、上記従来技術の有する問題点に鑑みて、現実の燃焼炉の運転
状態を理想の運転状態に近づけることができる燃焼炉の燃焼制御方法およびその燃焼制御
システムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
上記課題は、各請求項記載の発明により達成される。すなわち、本発明に係る燃焼炉の燃
焼制御方法の特徴構成は、燃焼状態の解析データを得るための流体解析手法として有限体
積法を用いた物理モデルを使用し、少なくとも燃焼炉に投入される燃焼対象物の量、およ
び燃焼炉内の温度分布、ガス分布並びにガス流れ方向に関するプロセスデータをセンサ手
段から所定時間間隔で取得するステップと、取得したプロセスデータに基づいて、前記物
理モデルのための少なくとも燃焼炉に投入される燃焼対象物の量、および燃焼炉内の温度
分布、ガス分布並びにガス流れ方向に関する境界条件を設定するステップと、前記物理モ
デルを用い、前記境界条件に基づいて理想の燃焼状態を示す解析データを算出するステッ
プと、前記物理モデルを用い、前記境界条件に基づいて現実の燃焼状態を示す解析データ
を算出するステップと、理想の燃焼状態を示す解析データと現実の燃焼状態を示す解析デ
ータとに基づいて現実の燃焼状態を理想の燃焼状態へ近づけるための燃焼炉の各操作手段
の操作量を算出するステップと、を備えることにある。 
【００１３】
又、本発明に係る燃焼炉の燃焼制御システムの特徴構成は、少なくとも燃焼炉に投入され
る燃焼対象物の量、および燃焼炉内の温度分布、ガス分布並びにガス流れ方向に関するプ
ロセスデータをセンサ手段から所定時間間隔で取得するプロセスデータ取得手段と、燃焼
状態の解析データを得るための流体解析手法として有限体積法を用いた物理モデルを記憶
した物理モデル記憶手段と、取得したプロセスデータに基づいて前記物理モデルのための
少なくとも燃焼炉に投入される燃焼対象物の量、および燃焼炉内の温度分布、ガス分布並
びにガス流れ方向に関する境界条件を設定する境界条件設定手段と、前記物理モデルを用
い、前記境界条件に基づいて理想の燃焼状態を示す解析データを算出する理想燃焼状態算
出手段と、前記物理モデルを用い、前記境界条件に基づいて現実の燃焼状態を示す解析デ
ータを算出する現実燃焼状態算出手段と、理想の燃焼状態を示す解析データと現実の燃焼
状態を示す解析データとに基づいて現実の燃焼状態を理想の燃焼状態へ近づけるための燃
焼炉の各操作手段の操作量を算出する操作量算出手段と、を備えることにある。
【００１４】
　これらの構成によれば、現実のプロセスデータを所定時間間隔で取得して、理想の燃焼
状態を示す解析データと現実の燃焼状態を示す解析データに基づいて燃焼炉の各操作手段
の操作量を算出するので、刻々変化する燃焼炉の状態を理想の燃焼状態に近づけることが
可能になる。また、現実の状態を理想の状態に近づける推論データを得ることができる。
【００１５】
　上記本燃焼制御方法および本燃焼制御システムをごみ焼却炉に適用する場合は、上記プ
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ロセスデータに加えて、燃焼対象物としてのごみの質、ごみの乾燥状態などを付加するこ
とが好ましい。ごみの質としては、ごみの比重、ごみの種類データなどを例示できる。ご
み焼却炉の場合、ごみの種類および状態によって燃焼状態が大きく変化するので、ごみの
質を検出するセンサ手段を設けることが好ましい。
【００１６】
　なお、燃焼炉に付設してセンサ手段と操作手段とを設け、物理モデル記憶手段、境界条
件設定手段、理想燃焼状態算出手段、現実燃焼状態算出手段、及び操作量算出手段をネッ
トワーク上に配置し、そのネットワークを介して操作量を操作手段に送ることが好ましい
。
【００１７】
　かかる構成によれば、燃焼炉の現場に物理モデル記憶手段、境界条件設定手段、理想燃
焼状態算出手段、現実燃焼状態算出手段、及び操作量算出手段などを持ち込む必要がなく
なる。これにより、燃焼炉から離れた場所において、最適な制御を行ったり、推論したり
することができ、実施コストを低減することができる。
【００１８】
　また、現実のプロセスデータをＣＳＶ（Comma Separated Values）形式で保存し、境界
条件設定手段がそのＣＳＶ形式のデータに基づいて物理モデルための境界条件を設定する
ことが好ましい。この構成であれば、例えば、通信ネットワークを用いた場合の送信処理
および汎用性を向上させることができる。
【００１９】
　理想または現実の燃焼状態を示す解析データもＣＳＶ形式やＪＰＥＧ形式で保存または
送信することが好ましい。物理モデルとしては有限体積法を用いた物理モデルが一般的で
ある。
【００２０】
　更に、理想と現実の２つの解析結果データに基づいて、理想の燃焼状態を示す表示と現
実の燃焼状態を示す表示の２つの表示を対比させて表示する燃焼状態比較表示手段を設け
ることが好ましい。
【００２１】
　この構成によれば、理想状態の燃焼を示す表示と現実の燃焼を示す表示の２つの表示を
対比させて表示するので、オペレータに現在行われている燃焼制御の実際を視覚的に把握
することができて現状の把握を高めることができると共に、燃焼制御システムの能力向上
に対する示唆を得ることができる。
【００２２】
　上記したように、これまで燃焼炉の設計を行う場合には、燃焼炉内のガス分布、温度分
布、ガス流れ状態などをスタティックなデータを用いてシミュレーション解析を行い、燃
焼炉の個別設計条件、例えば、炉形状などの設計を決定している。本発明者は、上記スタ
ティックなデータに代えて、現実の燃焼炉のプロセスデータを用いて上記シミュレーショ
ン解析を所定時間間隔で行って理想の燃焼状態を示す解析データと現実の燃焼状態を示す
解析データを比較し、所定の規則に基づいて制御を行うことによって、理想的な燃焼状態
に近づけることを見いだし、本発明を完成させたのである。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２３】
　本発明の実施形態を、図面を参照して詳細に説明する。すなわち、本発明に係る燃焼炉
の燃焼制御方法と燃焼制御システムを、ストーカ式ごみ焼却炉の燃焼制御に適用した場合
について説明する。
【００２４】
　図１は、燃焼制御システムの概略全体構成を示し、ごみ焼却炉１０は制御装置３９と、
燃焼解析装置４０と、必要に応じて燃焼状態比較表示手段である燃焼状態比較表示装置４
１とが連携して所定の制御を行うように構成してある。
【００２５】
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　ごみ焼却炉１０（燃焼炉に相当）は、ごみ（燃焼対象物に相当）を貯留するホッパー１
と、ホッパー１のごみを送るごみ供給装置４とを設けると共に、ごみ供給装置４により送
られてくるごみを燃焼させるストーカ３を炉本体２に設け、一次燃焼ゾーン３４に空気を
供給する一次燃焼空気供給装置５と、二次燃焼ゾーン３５に二次燃焼空気を供給して未燃
物または不完全燃焼物を完全燃焼させる二次燃焼空気供給装置６と、灰を排出する灰排出
口７とを設けて構成してある。
【００２６】
　ストーカ３は、乾燥ストーカ３Ａと燃焼ストーカ３Ｂと後燃焼ストーカ３Ｃとから構成
されている。送風機３０からの一次燃焼空気を通す一次空気ダクト８が、各ストーカ３Ａ
，３Ｂ，３Ｃの下方側に連通接続されている。なお、一次燃焼空気は一次燃焼空気予熱器
２４によって加熱される。
【００２７】
　二次燃焼空気供給装置６として、第１空気ノズル６Ａと第２空気ノズル６Ｂとが設けら
れていて、送風機３１からの二次空気を通す二次空気ダクト３２が各ノズル６Ａ，６Ｂに
連通接続されている。なお、二次燃焼空気は二次燃焼空気予熱器２５によって加熱される
。
【００２８】
　乾燥ストーカ３Ａと燃焼ストーカ３Ｂと後燃焼ストーカ３Ｃとは、別々に往復移動駆動
されてごみを送給する。図番１８は、乾燥ストーカ駆動装置である。
【００２９】
　ホッパー１に投入されたごみは、乾燥ストーカ３Ａ・燃焼ストーカ３Ｂ・後燃焼ストー
カ３Ｃの順に送られながら、一次燃焼空気によって一次燃焼する。乾燥ストーカ３Ａでは
、後段の燃焼ストーカ３Ｂ・後燃焼ストーカ３Ｃでの燃焼により生じる高温燃焼ガスによ
って主としてごみが乾燥し、一部燃焼が始まる。乾燥ストーカ３Ａ上のごみから発生する
ガスは、水分の蒸発による水蒸気、乾留によって生じる炭化水素ガス、不完全燃焼によっ
て生じる一酸化炭素（ＣＯ）などである。
【００３０】
　燃焼ストーカ３Ｂでは、一次燃焼空気により、主としてごみが燃焼する。燃焼ストーカ
３Ｂに供給される一次燃焼空気はごみの燃焼に必要十分な量であり、燃焼ストーカ３Ｂ上
のごみから発生するガスは高濃度のＮＯｘを含んでいる。後燃焼ストーカ３Ｃでは、焼却
灰中の未燃分の燃え切りを図る。
【００３１】
　ごみ焼却炉１０には、焼却炉内の燃焼状態を検出するセンサ部が設けられている。ホッ
パー１に投入されるごみの量と質を測定するセンサ部として、ごみ投入重量検出センサ１
２とレーザ距離計１３とが設けられている。レーザ距離計１３により、ごみ表面までの距
離を測定して、投入されるごみ体積を測定する。ごみ投入重量検出センサ１２は、ごみの
重量を測定する。ごみの体積と重量を検出することにより、ごみの比重の変化を所定時間
間隔で検出することができる。ごみ比重が分かれば、ある程度ごみ質を予測することがで
きる。
【００３２】
　ガス分布に関するプロセスデータを検出するセンサ部として、例えば、ＮＯｘ濃度計１
４、Ｏ２ 濃度計１５、ＣＯ濃度計１６が二次燃焼ゾーン３５、一次燃焼ゾーン３４の少
なくとも一方に設けられている（図１では二次燃焼ゾーン３５のみに設けた例を示す）。
【００３３】
　ＮＯｘ濃度計１４、Ｏ２濃度計１５、ＣＯ濃度計１６としては、レーザ発信器（図示略
）が波長をスキャンしながら強さ一定のレーザ光をガスに照射し、レーザ受信器によって
残存のレーザ光を測定することにより、ガスの濃度や温度を検出する方式を採用してもよ
い。また、各ガスの濃度を検出する公知のセンサを使用しても良い。
【００３４】
　ガス流れ方向に関するセンサ部として、ガス流速計１７が例えば、一次燃焼ゾーン３４
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に設けられている。また、温度分布に関するプロセスデータを検出するセンサ部として、
赤外線放射温度計１９が一次燃焼ゾーン３４に設けられている。これらセンサ部からの各
検出信号（検出情報）が、それぞれ制御装置３９に入力される。図１に、制御装置３９に
入る複数の矢印が各センサ部からの検出信号を示している。
【００３５】
　他のセンサ部としては、ごみから生じる蒸気流量を検出する蒸気流量計、発電量検出計
などがある。
【００３６】
　上記した操作手段としての操作部は、ごみ供給装置４と、ストーカ駆動装置１８、一次
燃焼空気供給装置５、二次燃焼空気供給装置６、一次燃焼空気予熱器２４、二次燃焼空気
予熱器２５などを制御する。他に、図示していないが、一次燃焼空気ダンパ駆動装置、二
次燃焼空気ダンパ駆動装置、還流ガスファン駆動装置などを操作部として制御してもよい
。
【００３７】
　図２は、燃焼制御システムの一例を示す概略ブロック図である。図２に示すように、こ
の燃焼制御システムを構成する前提として、ごみ燃焼炉１０は燃焼状態を検出するセンサ
部３７と、ごみ供給装置などの操作部３８とを有する。燃焼制御システムは、少なくとも
制御装置３９と燃焼解析装置４０とを有して構成されており、さらに必要に応じて燃焼状
態比較表示装置４１が設けられている。
【００３８】
　制御装置３９は、センサ部３７からのプロセスデータを取得するプロセスデータ取得部
４２と、燃焼解析装置４０からの解析データに基づいて操作部３８を駆動する操作量算出
部４３とを備える。操作量算出部４３には規則記憶部４４が設けられていて、この規則記
憶部４４には操作量を決定するための規則が記憶されている。プロセスデータ取得部４２
で取得されたデータは、コンピュータ内のデータ記憶部４５に格納され、燃焼解析装置４
０へ送信される。
【００３９】
　燃焼解析装置４０は、物理モデル記憶部４６と、得られたプロセスデータから物理モデ
ルの境界条件を設定する境界条件設定部４７と、理想燃焼状態算出部４８と、現実燃焼状
態算出部４９とを備えている。
【００４０】
　図３は、燃焼制御システムの処理例を示すフローチャートであり、図２及び図３に基づ
いて本燃焼制御システムによる処理を説明する。
【００４１】
　まず、ごみ焼却炉１０の燃焼を解析するために、燃焼解析装置４０や送信機器などの所
定機器を運転状態にし（Ｓ１）、センサ部３７が収集する信号からプロセスデータ取得部
４２が所定時間間隔でプロセスデータを取得してデータ記憶部４５に記憶する（Ｓ２）。
そのプロセスデータを燃焼解析装置４０が得て（Ｓ３）、プロセスデータに基づいて境界
条件設定部４７が境界条件を設定する（Ｓ４）。
【００４２】
　物理モデル記憶部４６には少なくとも１つの物理モデルが記憶されており、設定された
境界条件に基づいて理想燃焼状態算出部４８が、理想燃焼状態の解析（Ｓ５）と得られた
解析結果データの記憶を行う（Ｓ６）。同様に、設定された境界条件に基づいて現実燃焼
状態算出部４９が、現実燃焼状態の解析（Ｓ７）と得られた解析結果データの記憶を行う
（Ｓ８）。
【００４３】
　その結果、得られた２つの解析結果データは制御装置３９の操作量算出部４３に送信さ
れ（Ｓ９）、規則記憶部４４に記憶された所定の規則に基づいて操作量を算出し（Ｓ１０
）、算出された操作量に基づいて操作部３８を駆動して（Ｓ１１）、ごみ焼却炉１０を理
想状態の燃焼に近づけるようにする。
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【００４４】
　一方、理想と現実の２つの解析結果データは燃焼状態比較表示装置４１に送信され、理
想状態の燃焼を示す表示と現実の燃焼を示す表示の２つの表示を対比させて表示される（
Ｓ１２）。以上のステップを繰り返す。
【００４５】
　上記物理モデルとしては、例えば、ボイラモデル、燃焼室モデル、ストーカモデルなど
が考えられる。
【００４６】
　〔別実施の形態〕
　（１）本発明に係る燃焼制御方法および燃焼制御システムを適用できる燃焼炉としては
、ごみ焼却炉に限定されるものではなく、電気式灰溶融炉、ガス化溶融炉などであっても
よい。その場合、電気式灰溶融炉が取得するプロセスデータとしては、灰供給、スラグ流
れ、電極間距離、温度分布、Ｏ２分布、ＣＯ分布、ＮＯｘ分布、ガス流れ方向、ガス流速
などを例示できる。又、ガス化溶融炉が取得するプロセスデータとしては、温度分布、Ｏ

２分布、ＣＯ分布、ＮＯｘ分布、ガス流れ方向、ガス流速などを例示できる。
【図面の簡単な説明】
【００４７】
【図１】本発明の一実施形態に係るストーカ式ごみ焼却炉に本燃焼制御システムを適用し
た一例の概略全体構成図
【図２】本発明に係る燃焼制御システムの一例を示す概略ブロック図
【図３】本発明に係る燃焼制御システムの処理例を示すフローチャート
【符号の説明】
【００４８】
１０　　　燃焼炉
３７　　　センサ部
３８　　　操作部
４１　　　燃焼状態比較表示手段
４２　　　プロセスデータ取得部
４３　　　操作量算出部
４６　　　物理モデル記憶部
４７　　　境界条件設定部
４８　　　理想燃焼状態算出部
４９　　　現実燃焼状態算出部
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